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1 周市省時の取り扱い   



之定員超過利用減算の見直しについて  
施設の利用率を向上させ、事業運営の安定化を図る観点から、定員と実際の利用者数の取扱いを更に柔軟化し、  

①通所施設等の定員超過利用減算の基準を105％から110％に緩和  

②30人未満の通所施設等においても、毎日3人の定員超過利用が可能  
とすることを、平成19年度末までの経過措置として実施する。  

見直し前   見直し後   

障害児施設の   ・1日当たりの利用者数が、定員50人までの場合は  ・1日当たりの利用者数が、定員50人までの場合は   
通所施設   当該定員の20％（①）を、定員が50人を超える場合  当該定員の20％（①）を、定員が50人を超える場合   

又は  は当該定員から50を差し引いた員数の10％（②）を  は当該定員から50を差し引いた員数の10％（②）を  

児童デイサービ  ①に加えた数を、それぞれ超過しているとき   ①に加えた数を、それぞれ超過しているとき  

→基本単位数の70％を算定   ス  ただし、定員15人夫満の施設にあっては、1日当  

たりの利用者数が、定員の数に3を加えた数を超過  

している場合  

→基本単位数の70％を算定  

・過去3か月間の平均利用人員が、定員の105％を  ・過去3か月間の利用者の利用日数の合計が∴定員  
超過している場合   の数に110％を乗じた数に関所日数を乗じた数を超  

→ 基本単位数の70％を算定   過している場合  

ただし、定員30人夫満の施設にあっては、過去3  

か月間の利用者の利用日数の合計が∴定員の数に  

3を加えた数に開所日数を乗じた数を超過している  

場全→基本単位数の70％を算定   

障害児施設の   ・1日当たりの利用者数が、定員50人までの場合は  ・1日当たりの利用者数が、定員50人までの場合は   
入所施設   当該定員の10％（①）を、定員が50人を超える場合  当該定員の10％（①）を、定員が50人を鱒える場合  

は当該定員から50を差し引いた員数の5％（2）を①  は当該定員から50を差し引いた員数の5％（2）を①  

に加えた数を、それぞれ超過している場合   に加えた数を、それぞれ超過している場合  

→ 基本単位数の70％を算定   → 基本単位数の70％を算定  

■過去3か月間の平均利用人員が、定員の105％を  ・過去3か月間の利用者の利用日数の合計が、定員  
超過している場合   の数に105％ じた数に関所日数を乗じた数を超  

→ 基本単位数の70％を算定   過している場合  

→基本単位数の70％を算定  



3 利用日数率の低い障害児施設に対する激変緩和の加算措置（経過措置）  

＜各施設共通＞   

○ 著しく利用日数率の低い 措置として、3年間の加算制度を設ける。   

＜福祉型施設＞   

○福祉型障害児施設については、平成18年9月初日の定員×30．4（22）日の80％を加算算定ライ   

ンと設定し、1月の実利用延日数が加算算定ラインを下回る施設に対し、加算算定ラインと1月の実利   
用延日数の差分を報酬として加算する。  

○ 暫定定員を設定していた施設は、定員を暫定定員と読み替える。   

※加算措置の適用に当たっては、各月初日における措置入所者については、実際の利用日数の算定から除く。また、平成18年9月初日の定  
員（暫定定員）数から当該措置入所者数を控除した数で加算措置の適用を判断する。  

＜医療型施設＞  

○医療型障害児施設については、平成18年9月初日の措置児童数の80％を加算算定ラインに設定し、  
1月の実利用延日数が加算算定ラインを下回る施設に対し、加算算定ラインと実利用延日数の差分を   
報酬として加算する。   

※加算措置の適用に当たっては、各月初日における措置入所者については、実際の利用日数の算定から除く0また、平成18年9月月初日の  
措置児童数から当該措置入所者数を控除した数で加算措置の適用を判断するものとする0   



利用日数率の低い障害児施設に対する激変緩和（概念図）  
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激変緩和加算の算定例  

利用率：70％全員契約児の場合告示単位：527単位  ＜ケース1＞ 知的障害児施設（定員60人） 9月の定員：60人   

＜ケ州ス2＞知的障害児施設（定員60人）9月の定員‥60人 利用率＝70％英仏慮置盟童赴る堤全告示単位＝527単位   



生＿陸室児通園施塁における相互利用制度の取扱いについて   



利用を希望する施設  利用児童の障害種別   適用される報酬   

難聴幼児   難聴幼児通園施設  

知的障害児通園施設  

肢体不自由児   知的障害児通園施設   

知的障害児   知的障害児通園施設  

肢体不自由児通園施設  

難聴幼児   難聴幼児通園施設   

知的障害児   知的障害児通園施設  

難聴幼児通園施設  

肢体不自由児   知的障害児通園施設   

（算定が認められる加算の種類）  

・幼児加算（知的障害児通園施設の幼児加算単価を適用 知的障害児一肢体不自由児のみ）  

・家庭連携加算  

一 訪問支援特別加算  

・栄養管理体制加算  

・食事提供体制加算  

・利用者負担綾上限管理加算   



萱⊥盈庭訪盟による支援について（障害児通所施設・児童デイサービズ）  
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旦ニt児章デイサービスの見直しに伴う指定基準の扱いについて  

指定基準適用の考え方  

■1日の利用定員の合計を最低10名としなければならない。なお、同日に複数クラスを実施する場合においては  

クラス定員数の合計が10名であれば可とする。   

・イ及びりの要件については、クラス単位で満たさなければならないこととする。  

※ 児童デイサービス（経過措置事業所を含む。）についても多機能型を認めることとし、利用定員は5名以上、サービス管理棄任者の配  
置、保育士又は指導員について2名の配置が必要である。ただし、サービス管理責任者は児童デイサービスの提供に支障がない限り  
において他の一体的に運営する事業のサービス管理責任者と兼務を可能とする。  

9月30日に児童デイサービスを実施している事業者の経過措置  

18年9月30日段階で児童デイサービス事業を実施している児童デイサービス事業所については、保育士又は指導員をクラスごとに  
最低2名（15二2の職員配置）を満たせば、事業者指定を受けることが可能。  

川   



旦＝2 児童デイサービスの見直し†こ伴う報酬の扱いについて  

算定が認められる加算（滅  

サービス提供職員欠如減算（児童デイサービスⅡは15：2）  

個別支援計画兼備成減算（児童デイサービスⅠのみ）  

サービス管理費佳肴欠如減算〈児童デイサービスⅠのみ）  

上限額管理加算  

用減算  

家庭連携加算   ・調  

訪問支援特別加算・定員超  
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別紙  

就学前児童7割の報酬単価の決定にフいて  

○働j用実績により、1年間の  寺庄卓   

当該年度の前年度の10月における利用延人日に対して、就学前児童の利用が7割となっている場合には、児童デイ  

サービスⅠの単価を適用とする。  
1施設全体で計算してこの条件を満たす場合→全ての単位において、児童デイサービスⅠの単価とする。  

21以外の場合であって、クラスごとに条件を満たす場合→満たすクラスは、児童デイサービスⅠの単価とする。  
※ なお、18年度については、事業所が就学前児童7割要件を満たす旨の申請があり、都道府県が適当と認めた場合   

には、児童デイサービスⅠの単価設定を可能とする。  

、∴  
定員設定 Aクラス：5名 Bクラス：10名  

Aの利用実績が80人（うち就学前児童が80人）  

Bの利用実績が120人（うち就学前児童が20人）  

1施設全体では、就学前の延べ利用児童200  
人に対して、就学前児童が100人のため、就学  
前児童7割要件を満たさない。   

2クラスごとにみた場合、Aは就学児童の7割  
要件を満たすため、児童デイサービスⅠの報酬  
単価となる。一方でBについては、就学児童の  
7割要件を満たしていないため、児童デイサー  
ビスⅡの単価となる。   
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